
く 研究業績 〉

前号以後の所員の業績は次のとおり。

〔著書〕

正村公宏 「経済思想の革新J (N H  Kブックス）

〔論 文 1

望月清司 「近世ドイ ツにおける市民地主制の問題」 （「専修経済学論集』 7号）

加藤幸三郎 「明治前期における領有制解体過程の特質J （「 専修経済学論集J8号）

宮下誠一郎 「再生産表式と国民パラシス」 （ 向 上）

泉 武夫 「転換期における日本綿業 一 明治末期におけるその構造変化分析 － J

（向上）

吉家清次 「ホワード・ J.νャーマシ箸「合衆国における利潤ー経済的集中および景気循

環研究序説J （向上）

山田克己 「寡占価格理論の再検討 C3 > ー 講座寡占経済の理論J （『 経済評論』 18 -8) 

正村公宏 「わが国産業の国際競争力を再評価するJ （『東洋経済』 34 8 0) 

山田克己 「寡占価格理論の再検討（ 4) 一産業概念をめぐってJ（『 経済評論』 18-9) 

三輪芳郎ほか 「大型化する日本経済の期待と不安J （「貿易と関税』 17一7)

中村秀一郎 「経済成長と産業構造の変化J （『経済評論』 18 -9) 

木崎喜代治 「モンテスキューの財政論一分析視角設定への 1つの試み」 （『経済論叢』

103-5) 

宮崎犀ー 「教条主義からの脱皮めざす新マルクス派」 （『東洋経済J3501)

く 編集後記 〉 日米両首脳の親密な会談の結果， 19 7 2年中に沖縄の施政権が日本に

返還される ととになった。会談後の記者会見で首相は 「安心して下さいJ，「安心で きない人

があればそれはいたし方ない」と言明した。翌日の各紙は ，現地沖縄の不安な表情を報道した。
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